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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本の対米直接投資の動機を明らかにし、日本の投資家が米国に関連会
社を設立する際に、州の立地選択に影響を与えるいくつかの知識関連要因について検討した。
独自のデータベースから構築した結果、日本の海外直接投資は、日本に近く、飛行アクセスが直接的で、産業集
積度が高く、すでに多くの日本企業が立地している州を好むことが示された。これらの結果は、日本企業が海外
直接投資において、経済的な理由だけでなく、知識源、知識波及効果、学習効果に優れていると考えられる場所
を選択することを示唆している。これらの結果は、製造業とIT産業に集中する傾向がある過去15年間の日本企業
の対米投資に特有である。

研究成果の概要（英文）：This research has clarified the motives of Japanese foreign direct 
investment in the United States, and examined some knowledge-related factors that affect the state 
location choices of Japanese investors when they established affiliates in the United States between
 2003 and 2017.
The results, constructed from an original database, showed that Japanese foreign direct investment 
favors states that are closer to Japan and with more direct flight access, which have higher 
industry concentration, and in which more Japanese firms are already located. These findings suggest
 that beyond economic considerations, Japanese firms select locations considered to be superior 
sources of knowledge, of knowledge spillovers, and of learning for foreign direct investment. These 
results are specific to Japanese investments in the United States over the past 15 years which tend 
to be concentrated in manufacturing and IT industries.

研究分野：社会科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
提案されたモデルは、既存の知識のストックを診断し、不足とそれを埋めるためのコストを認識し、企業が保護
すべき必須知識を特定するために使用することができます。
これらの日系企業は、長く複雑で統合されたバリューチェーンを持つ産業に従事していることが多く、知識スピ
ルオーバーを活用するため、産業が集中している州を好むと思われる。さらに、日系企業は、日系企業の集積度
が高く、駐在員の子弟を対象とした日本語教育が整備されている州を選択する。このような日系企業は、同族愛
や学習による不確実性の低減を好むため、民族的な企業ネットワークから多くの知識を得ている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
過去 30 年間の情報通信技術の革新とそれに伴う世界経済の急激な変化により、知識革命が起
こり、知識は最も必要とされる資源の地位を獲得した。この資源は、時には土地、労働力、資本、
起業家精神と並ぶ生産要素と解釈されてきた。実際、これらの要素は、現在の知識ベース経済に
おける財やサービスの生産の基礎を構成している。知識経済の基礎となっている。知識の重要性
が高まっているという認識にもかかわらず、経済的な投入物としての性質は依然として不明確
であり、その適用可能性も不確かである。過去の研究は、その基本的な経済的特性を概説するこ
とを怠ってきたため、知識はほとんどの経営者にとって抽象的で誤解された資源にとどまって
いる。 
日本企業はグローバル化を目指し、特に最大の投資先である米国を中心に海外直接投資（FDI）
を行ってきた。しかし、遠く離れた外国で事業を立ち上げることは、多くの課題を抱えている。
不確実性に関連するリスクを低減するために、企業は複数のチャネルや多様な情報源から関連
する知識にアクセスしようとする。海外進出の際には、知識がカギとなり、企業はターゲットと
なる地域について学ぶ必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、企業が学習と知識習得の機会を最大化するために立地を決定することを示した先
行研究を基礎とし、一部は移民、既成の多国籍企業、産業の集中から導き出されたものである。
過去の研究では、米国にある 27 カ国の子会社を対象にこれらの効果を調査し、移民集中度が高
い州ほど同じ国の企業による FDI が多いことを確認したが、同国企業の集中度は影響を与えな
かったという。 
そこで、米国における日本からの移民が少ないこと、また、米国アジア人の中で日本人の外国
人出生率が最も低いことを踏まえ、日系企業の米国における州の立地選択に、多国籍企業の集積
度や産業に関する特定の知識源がどのように影響するのかについて検討した。私は、立地特性と
知識関連企業の意思決定の関係をよりよく分離するために、単一のソース国と単一の受信国を
使用することにした。 
 
３．研究の方法 
このプロジェクトでは、様々な定性的・定量的手法が広範囲に用いられた。まず、文献の広範
なレビューにより、研究のギャップを明らかにした。第二に、2018 年から 2019 年にかけてハー
バード大学の学術研究休暇中に、アメリカの大規模データベースを用いて、日本の親会社が所有
するアメリカ国内の法人関連会社のリストを入手した。2003 年から 2017 年の間に 167 社の親会
社が新たに記入した 143 件を保持した。その後の分析では、合弁事業の数が少なく、また、合弁
事業には米国企業とのものと日本企業同士のものがあり、その理解が複雑になるため、グリーン
フィールド投資と買収のみを保持した。そこで、t検定とロジスティック回帰を用いた二項対立
モデルを適用した。 
 
４．研究成果 
 
重要な資源としての知識 
知識は適切に評価されてこそ、競争優位の源泉となり得る。しかし、知識の評価は時に軽視さ
れ、見過ごされがちである。ドラッカーは、「測定されたものだけが管理される」と名言してお
り、知識から利益を引き出すことを検討する前に、知識を評価する必要性を強調している。 
既存の類型化は、例えば技術系企業には有効であったが、サービス業などほとんどの企業には
非現実的であったり、使い勝手が悪かったりする。経済学というレンズは、知識の特性を明らか
にし、実務家が特定の知識に対するニーズを評価することを可能にするので、適している。我々
はまず、暗黙知と明示知が代替物ではなく補完物であることを立証した。次に、知識をその深さ
と広さ、需要と供給の弾力性に応じて分類することで、企業はそのコストを考慮しつつ、迅速か
つ正確に知識の棚卸しと満たされていないニーズを把握することができる。提案モデルは、既存
の知識ストックを診断し、不足とそれを埋めるためのコストを認識し、保護すべき必須知識を特
定するために使用することができる。 
 
日本の FDI 立地決定 
その結果、日本企業が米国への事業立地を検討する際には、他の企業や立地固有の決定要因より
も、他の日本企業が既に設立されている州を優先することが示された。さらに、産業集積は、他
の魅力的な経済的属性がない場合、日系企業の社会的ネットワークが決定要因になることを示



唆し、研究対象の共同ナショナルバンドワゴン効果に緩和効果を及ぼすことが示された。 
このことは、産業集積度の低い州では、同国企業の集積によって得られるアグロメレーション
効果が、そのようなメリットの欠如を補うことができることを示している。このようなバンドワ
ゴン効果に関する研究は、政策決定において重要な示唆を与えている。各州は、産業の成熟度に
かかわらず、同国企業の集積を支援することを条件に日本企業を誘致し、その国特有の海外投資
の雪だるま式効果を促進することができるのである。 
 
日本企業の FDI の知識的要因 
過去 15 年間の日本企業の対米直接投資は、純粋に経済的な理由だけでなく、知識の調達や学
習にとって有利な条件を提供できる州に立地している。これはこれまでの知見と一致するが、本
研究では、最近の日本から米国への直接投資が、日本に近いカリフォルニア州の製造業や IT 産
業に集中する傾向があることを強く実証している。相対的な近接性とアクセスの良さは、海外進
出の際に駐在員管理や個人管理の活用という日本的経営の信条である暗黙知の共有に貴重なも
のである。 
このような日系企業は、バリューチェーンが長く、複雑で統合された産業に従事していること
が多く、産業が集中している州を好み、知識のスピルオーバーを利用している可能性が高い。さ
らに、日系企業は、日系企業の集積度が高く、駐在員の子弟を対象とした日本語教育が整備され
ている州を選択する。このような日系企業は、同族愛と学習による不確実性の低減を好む日本人
の特性から、民族的な企業ネットワークから多くの知識を得ている。 
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